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令和３年９月定例会一般質問表 
 

                            ９月２日、３日、６日                           

受付順 質問者 
質問項目  ・ 要  旨  ・ 内  容 
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１．持続可能な開発目標（SDGs）の取組について 

 

 SDGs の基本理念は先に公表された第６次総合計画でも

実現に向けた貢献が謳われ、今後の市政運営のカギとして

反映されていくものと考えます。 

私が、一昨年の６月議会で SDGs への取組について一般

質問を行った時には SDGs への理解も殆ど進んでおらず、

市政運営への反映に関しては全くの手探りで、今後の課題

として検討していくような段階であったと記憶していま

す。 

 現在では、SDGs という言葉自体をいろんな場面で目に

し、また耳にすることが非常に増えており、検討を重ねた

結果市政への SDGs の取組を反映させることは、このよう

な時流に沿ったものと歓迎するところです。 

 このことを踏まえ、今後 SDGs の理念を市政に反映させ

ていくうえで確認しておきたい事を何点かお伺いします。 

 

（１）地方創生 SDGs 官民連携プラットフォームには、７月

末現在５，７３６の団体が加盟しており官民の情報共有

化や連携強化が図られています。 

県内では７月末現在で１２の自治体が加盟している

ようですが、今後本市でも SDGs の取組をより加速させ

るために加盟する考えはあるでしょうか。 

 

（２）全国的に人口減少の傾向が顕著な社会情勢の中、本市

では第６次総合計画で２０３０年度の目標人口を２８，

０００人としています。 

市自体を持続可能とさせるためには人口の減少を抑

制し、人口動向を逆転させて増加方向にベクトルを向け

させる必要があると考えます。 

市では今までに人口減少を抑えるため様々な施策を

行ってきていると思いますが、その主な施策と成果をデ

ータに基づいた形で示していただきたい。 
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質問項目  ・ 要  旨  ・ 内  容 

１､２､３､･  (１)､(２)､(３)･･ ①､②､③･･･ 

答 弁 を     

求める者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

番 

 

 

山 

 

口 

 

 

裕 

 

昭 

 

 

 

議 

 

員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．コロナ対策について 

 

 先の６月議会で「コロナ禍の経済対策」について質問を

行いました。 

 その際に、このまま順調にワクチン接種が進めば秋以降

に急激に感染が収束する可能性について言及いたしました

が、その後インド由来のデルタ株と言われる変異ウィルス

が猛威を振るっていること、またワクチン未接種の若年層

の感染拡大により、現在は第５波の真只中という状況であ

り、収束の見通しは全く立たない状況となっています。 

 この間、市内企業の疲弊は広範囲にわたり、飲食業や宿

泊業のみならずその取引先などの関連業種や、半導体不足

による生産調整の動きが顕著な製造業関係、資材高騰によ

る建設関係の不振など、まさに全方向に負の連鎖が広がっ

ており、市民生活の苦境は目に見える形となりつつありま

す。 

 このことを踏まえ以下の質問を行います。 

 

（１）市内企業の苦境は肌で感じるレベルに達しているが、

市内企業の状況について現状の把握は正しく行われてい

るか、データに基づいて教えて頂きたい。 

 

（２）企業活動が低迷すれば、企業では残業代の抑制や賞与

カットなどの自衛措置を行う必要があり、その結果給与

所得は減少します。 

   夏季賞与支給の時期を過ぎ、当初計画していた収入の

減少により苦境に陥っている世帯は相当数あると考えら

れますが、その実態については調査・把握はされている

でしょうか。 

 

（３）困窮状態に陥った世帯への支援などは、どのように考

えているのでしょうか。また今後どのような方策が考え

られるでしょうか。 

 

（４）イギリスなどでは感染者数ではなく重症者数の状況に

重きを置くウィズ・コロナの方向に舵を切っており、今

後国内でもワクチン接種が進み治療方法が定まればウィ

ズ・コロナの時代に進むと考えられます。 

   ６月議会ではコロナ後の経済対策について、先んじて

検討を行う必要について提言を行いましたが、その後に

ついて進捗があれば伺いたいと思います。 
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（５）６月議会ではワクチン接種証明書は新規に作る予定は

なく、接種カードで代用するとの事でしたが、諸外国で

は接種証明書の提示をすることにより飲食店での自由な

会食や旅行の解禁などの施策をとる例もあるようです。 

確かに、接種する、しないで差別を行うワクチンハラ

スメントも問題だと考えますが、企業と顧客がお互いに

安心できるwin-winの状況を作り経済を活性化させるた

めに、またワクチンの接種拡大のためにもワクチンの接

種証明は有効な手立てと考えます。 

再考の価値があると考えますがいかがでしょうか。 
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１．ヤングケアラーの問題と対策について 

=ヤングケアラー 家族等の介護や世話をする１８未満の子ども= 

 

 政府の中高生の実態調査によると、ケアをしている家族

がいると回答したのは、中学２年が５．７％、１７人に１

人。全日制高校２年生が４．１％、２４人に１人となって

いる。学校の各クラスに最低１人はいる実態が報告されて

いる。 

 本来大人が担うケアを子どもが日常的に行い、重い負担

や責任を担わされる事によって、学校にいけない、宿題や

勉強、部活等の自分の時間が取れない。 

 また、睡眠時間に支障をきたしたり、希望の進路に進め

ない等、「子ども自身の権利」がおびやかされている実態が

浮かび上がっている。 

 多くは、悩みが深刻な場合であっても、「他人には言いに

くい家族の悩み」であることから、誰にも相談できず孤立、

孤独を感じ諦観する場合が少なくないと言われている。こ

の実態を踏まえて、ようやくケアラーの支援条例を制定す

る自治体が出てきている。 

 家庭環境に左右されずに育ち、学び、悩みがあれば相談

でき、夢と希望をもって生きていける社会の実現が求めら

れている。 

以上の観点から以下の項目を質問します。 

 

（１）本市のヤングケアラーの実態は把握されているか。 

 

（２）この問題は教育、介護、福祉、医療と多岐にわたるが、

支援体制は確立しているか。 

 

（３）本来、子どもを介護力にしないことが原則と思うが、

子どもであっても介護力とみなされ、福祉や介護サービ

ス等の利用計画がされてしまうことがあるのか。 

 

（４）政府の認知度調査では、中高生は聞いたことがないが

８割以上、学校担当者は言葉は聞いたことがあるが、具

体的に知らないが４割にのぼっています。今後、ヤング

ケアラーの認知度をどのように図っていくのか。 

 

（５）ヤングケアラー支援条例の制定、または国への支援法

整備の要請の意向は。 
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２．「気候変動適応法」の推進について 

 

 地球温暖化による気候変動が異常気象を招き、災害多発

は身近な社会問題となっている。 

温暖化にどう適応していくのか、自然災害や熱中症から

身を守ることも適応に含まれるが、農業や産業面の適応も、

より現実的な課題となってきていることから、国は平成 

３０年６月に「気候変動適応法」を公布し、適応計画を策

定し、自治体にも適応計画の立案を求めている。(現在は努

力義務) 

これを受けて山形県は、平成３０年１２月に適応計画を

施行している。 

 「地球温暖化対策推進法」は温室効果ガスの排出削減対

策(緩和策)が主であり、今回の「気候変動適応法」は気候

変動の影響による被害の回避・軽減対策(適応策)となり、

いわば車の両輪のごとく平行して対策を推進していかなく

てはならないものと考える。 

以上のような観点から何点か質問します。 

 

（１）気候変動適応評価の結果は多岐にわたるが、農業、林

業、水産業についてはどのような影響があると捉えてい

るか。 

 

（２）本市は令和２年１２月に「ゼロカーボンシティ」を宣

言し、２０５０年までに市全域からの二酸化炭素排出量

の実質ゼロを目指していますが、この抑制策とあいまっ

て、適応策の推進を進めて行こうとしているのか。 

 (現段階での構想でもよい) 

 

（３）気候変動の影響(対応項目)は、農業、森林、林業、水

産業、水環境、水資源、自然生態系、自然災害、健康、

国民生活、産業・経済活動と複雑多岐にわたり、現存の

担当課と連携していく事が求められるが、より効率的に

進めるには、推進の核となる専門の課「仮称・地球温暖

化対策課」などの設置が必要かと思うがどうか。 
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１．令和３年度施政方針 新たな日常（ニューノーマル）を

構築する 

  地域内経済循環の向上と地域課題の解決 

 

施策説明文の中に、幸せを実感できる社会と危機に強い

地域経済を構築するという強い決意が記されております。

行政のデジタル化、若者のふるさと南陽への回帰、結婚新

生活支援事業等への取組み姿勢が示されております。 

社会の成熟化に伴い、核家族化の進行や単身世帯の増加

など、人々の生活様式も多様化していく中では、地域社会

におけるニーズも多様化し、行政のみでの対応も困難にな

っていくと考えられます。また、高齢者の単身世帯の増加

等や空き家問題等、少子高齢化に伴い生じる地域課題も深

刻化していくことが予想される中、地域課題を解決する新

しい体制や手法も求められています。 

これらの実現に向けた包括的手段として、地域通貨事業

の導入を提案させていただきます。 

これまで、さまざまな地域通貨が発行されてきました。

江戸時代の「藩札」も、地域通貨の一種と言えます。身近

な場所で利用できる地域通貨によって、地域経済は活性化

してきました。 

そのブームは落ち着いていましたが、デジタル化が進

み、コロナ禍対応で再注目を集めています。スマートフォ

ンやインターネット、キャッシュレス決済の広がりによっ

て、維持・管理に関わる手間とコストが減少したからです。 

持続可能な地域社会の実現にむけて、当市の稼ぐ力を高

めていくことと併せて、稼いだ富が地域外に流出する状況

から、地域内に富が循環する仕組みを作ることにより、地

域内経済循環を高めていくことが求められます。 

地域内経済循環を高めることを目指し、地域通貨を用い

た実現可能性を考慮したとき、健康診断受診・健康増進・

病気予防・エコ活動などの「自助」での活用やプレミアム

商品券事業・イベント参加・ボランティア活動や地域貢献、

行政が手掛ける各種アンケートへの回答などの「共助」で

の活用によるポイント付与等、市民参加型の地域づくりに

は最適なアイテムです。 

当市における地域通貨事業導入の今後と可能性をお尋

ねします。 
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２．令和３年度施政方針 健やかで安心な暮らし・子育てを

実現する 

 

  菅内閣は少子化対策の切り札として「子ども庁」構想を

打ち出しました。 

そこで重要なのは保育の福祉からサービスへの転換で

す。 

一足先にその転換を果たした介護同様に、家庭の置かれ

ている状況に関係なく利用でき、同時に、保育施設の充実

や保育士の待遇改善をすべきだと考えますので、今後の子

育て政策に関して何点か質問させていただきます。 

   

（１）所得水準や就労に関係なく利用できる保育 

「子ども庁」構想は、少子化対策の切り札として大き

な意味を持っているものと思います。しかし、新しい行

政組織を立ち上げても、そこでどのような政策を行うか

という基本方針が明確にならなければ、単に関係各省か

らの寄り合い組織を増やすだけになってしまいます。そ

れでは「幼保一元化」の失敗を繰り返すことになります。 

 保育行政の改善すべき点は、保育の「福祉からサービ

ス」への転換です。 

 現行の認可保育所は、子育ては家族の責任という大前

提の下で、両親が共に働かざるを得ない一部の家族の

「保育を必要とする子」を市が認定し、認可保育所を割

当てるという福祉行政の仕組みに基づいています。 

 家族に依存した旧来の制度を固守したままで、女性が

働くことが当たり前の社会に対応しようとしているこ

との結果が、いつまでも解消しない「待機児童」問題で

す。 

 少子化社会における本来の保育所の役割は、児童福祉

から、子育てと就労の両立を図る家族を支援する「保育

サービス」へという物の見方や捉え方の転換が大きなカ

ギとなるのではないでしょうか。 

所得水準や就労に関係なく利用できる保育について

市長の考えをお尋ねします。 
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（２）小学校に円滑に接続 "幼・保・小"連携強化 

文部科学省は、幼児教育の質を高めるとともに、幼・

保・小の連携を強化するなど、幼児教育改革を進めよう

としています。 

幼児教育の施設には、文部科学省所管の幼稚園、厚生

労働省所管の保育園、それに、両方の機能を持つ内閣府

所管の認定こども園などがあり、それぞれの施設が園の

個性や保護者のニーズなどに応じた教育や保育をして

います。 

小学校は、教育委員会のもと、同じ教科書を使って授

業をするのに対して、幼児教育は、通う施設や園の状況

によって、まさに「十園十色」と言えるほど違いがあり、

この違いが、入学後の学習態度の差などに影響している

といいます。 

教育の格差をなくし、すべての５歳児が「学びに向か

う基礎」を身に付けることを目指すとしていますが、現

行の管轄では、文部科学省だけでなく、厚生労働省や各

自治体、それに教育・福祉団体が一体となって取り組む

など、これまで以上の連携が欠かせません。 

小学校や行政当局との連携も強化する必要が出ると

思います。改革の目的と併せて、どのように捉えておら

れるのかお尋ねします。 
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受付順 質問者 
質問項目  ・ 要  旨  ・ 内  容 
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番 

 

 

高 

 

橋 

 

 

 

一 

 

郎 

 

 

 

議 

 

員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私は「南陽市に住んでみたい、行ってみたいと思えるよ

うな誇りある南陽市」をめざして※ロハスシティー南陽を

唱え、一般質問を通し政策的な提案をしています。以下の

ことについて、市長にお伺いします。 

 

※ロハス:Lifestyles of Health and Sustainability頭文字をとっ

た略語で、健康と環境、持続可能な社会生活を心がける生活スタ

イル「LOHAS」ロハスのこと。 

 

いわゆる「新時代の行政」のあり方としては、先見性、

持続可能、迅速、市民本位がキーワードであり SDGs 対

応が求められます。私なりにその方策として３点を以下

に掲げました。市長のご所見をお伺いします。 

 

１．「おきタク」などの準公共交通の推進について 

 

   「おきタク」が７月１３日に国土交通大臣表彰を受賞。

地域が主体の持続可能な公共交通のしくみが評価され

ました。（８/１市報）  

   シニアの方々の足となり、市・地域・利用者・タクシ

ー会社も四方良しのしくみは大変すばらしいものです。 

   高齢社会の新時代の交通手段として、沖郷地区以外で

バス路線のないところにも需要があり「おきタク」を見

本として広めるべきと考えますが、いかがでしょうか。 

 

２．生まれ変わる（仮称）宮内地区地域交流センターについ

て 

 

① 地域住民の意見反映について 

今年４月２１日第１回臨時会で基本設計及び測量費 

１，２００万円が可決され、プロポーザル方式が採用さ

れたが、「宮内から新しい拠点をつくろう会」などの地域

の方の考えが基本設計にどの程度活かされているのでし

ょうか。 

 

② １０月の住民説明会の日程と意見反映は。 

日程では１０月に住民説明会とあるが、住民から意見

が出た場合は修正することもありうるか。どのようなス

タンスで臨むのでしょうか。 
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３．ＲＰＡ（ロボテック・プロセス・オートメーション）※

活用による事務効率促進等について 

 

本年３月定例会でＲＰＡについて発言しました。今ま

では不可能であることも、可能になることがＲＰＡの技

術と仕組みと考えます。 

 

① 現在、活用している業務とこれから活用見込みの業務

は。 

 

② 市から市民へ給付する各種業務で、１か月単位で事務

処理するものを即時に個別に給付するようにできない

か。早く申請した人には早く給付することが、本来の

行政サービスと考えます。 

たとえば、国民健康保険高額療養費の窓口一部負担

金の還付事務など月１回給付事務の改善ができない

か。 

 

③ ＮＦＴ（ノンファンジブルトークン非代替性）※化に

よる保存と価値の増加について 

たとえば、ＲＰＡでのシステム成果品等をＮＦＴ化

することで価値を増大させ、いわばデジタル特許とし

て保存し、他者が使用する際には使用料をいただくし

くみ・制度等をつくれないか。 

 

※RPA とはパソコンで行っている事務作業を自動化できるソフト

ウェアロボット技術。日常的に行っているマウス操作やキーボー

ド入力などの操作手順を記録し、それを高速で正確に実行できる。

その結果、既存の事務的業務を効率化させ、生産性向上が図られ

る。 

※NFT とは「偽造不可能な唯一無二の鑑定書・所有証明書付きのデ

ジタルデータ」のことで、※ブロックチェーン上で発行及び取引

される。 

※ブロックチェーンとは、ネットワークに接続した複数のコンピ

ュータによりデータを共有することで、データの改ざんをなくし

透明性を実現。 

送金システムだけでなくさまざまな経済活動の基盤となり得

る。 
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受付順 質問者 
質問項目  ・ 要  旨  ・ 内  容 
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１．農業問題と食糧支援対策について 

  

（１）「このままでは米作りは続けられない」。実りの秋を迎

えつつある農村で米価暴落の不安が広がっています。こ

の危機をどう打開するのか、問われています。 

昨年来、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、外食

を中心に米需要が大きく減少し、２０２０年産の米価は

下落を続け、６月の全銘柄平均の取引価格は、１俵 

（６０キロ）当たり１万４，２２５円（消費税、包装、

輸送代等込み）と、前年同月比で１，１４７円（９．０％）

も下がりました。２，０００円以上下落した銘柄も少な

くありません。コロナ危機は今年に入っても長引き、需

要は引き続き減少。農林水産省が公表した６月末の民間

在庫量は２１９万トンと、適正在庫とされる１８０万ト

ンを大幅に上回っています。今年産の収穫期を迎えてい

る産地では、「昨年の米が倉庫にいっぱい残っており、

新米を入れる場所がない」という事態まで生まれていま

す。 

新米の出荷がすでに始まっている九州南部や高知県

の早場米銘柄では、秋に農協が生産者に渡す概算金が昨

年比で１俵当たり１，５００円程度マイナスとなってい

ます。続く三重県では、３，１００円～３，６００円減。

千葉県の仮渡金では、５，０００円以上の下落です。６，

２００円下落させた銘柄もあるといわれています。２０

年産の下落をはるかに超える大暴落が始まっています。 

米生産者はこの２０数年、米価の下落・低迷に苦しめ

られてきました。市場まかせの政府の米政策のもとで、

かつて１俵平均で２万２，０００円を超えていたのが、

今や１万４，０００円台です。この額は出荷団体と卸売

団体の間の取引価格の平均で運賃、消費税、包装代を含

んだものです。それらを差引くと、生産者の実質手取り

は１俵１万２，０００円前後にすぎません。他方、農水

省の調査では、米１俵を生産するのにかかる直近（１９

年産米）の経費は、平均で１万５，０００円を超えてい

ます。米農家の大多数は赤字生産を強いられ、生産費が

平均より高い中小規模や中山間地域の農家は米代金で

は家族労働費どころか農機具・肥料などの物財費さえ償

えない事態です。このもとで、中小農家の多くが米作 
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受付順 質問者 
質問項目  ・ 要  旨  ・ 内  容 
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りからの撤退を余儀なくされ耕作放棄が広がりました。

残った大規模経営も低米価のもとで経営困難にあえい

でいます。 

安倍前政権が１８年、米生産調整の配分から撤退し、

米作付けへの直接支払い交付金（１０a当り１万５，０

００円）を廃止したことも、米作経営を一層不安定にし

てきました。ここに、２１年産の米価暴落が襲うことに

なれば、農山村の崩壊に拍車がかかるのは必至ではない

でしょうか。菅政権が昨年来行ってきたのは、生産者の

「自己責任」による米生産削減の押し付けでした。昨年

秋、過剰在庫を解消するには、２１年度産の生産量を前

年より３６万トン（生産量の５％）減らす必要があると

して、過去最大の減反拡大を打ち出し、産地や生産者に

実行を迫ったのです。長年の米生産調整で疲弊し、限界

感が広がる中、その方針は生産現場に多大な負担と苦痛

を強いることになり、当初は達成が困難視されていまし

た。しかし、作付け後に主食米から飼料用米に転換させ

るなどの特別措置を行政や農協を通じてなりふり構わ

ず進めた結果、目標はほぼ達成される見通しとなったと

されています。にもかかわらず、コロナ禍が長期化し需

要の減少が続く中、米在庫が当初の見通しより２０万ト

ン前後上回って新年度に繰り越されることが明白にな

り、２１年度産の大暴落にとどまらず、２２年度産の米

価にまで影響を及ぼしかねない事態になっています。 

米は国民の主食であるうえに、それを生産する水田は

環境や景観を守り、災害を防止する大事な役割も果たし

ています。白岩市長の農政に対するご認識、ご見解を賜

りたいと存じます。 

 

（２）次の事項の考えは。 

① 過剰在庫を買い入れるなど、生産者米価の暴落を阻止

する。 

 

② 飼料用米などへの産地交付金の増額をはかること。 

 

③ 政府の責任で主食米の価格と需給の安定をはかるこ

と。 
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④ 農業者戸別所得補償制度の復活。 

 

（３）市独自で生活困窮者、コロナ禍に苦しむ方々への食糧

支援策はどう考えておられるか。 

 

（４）県は８月１９日今春の凍霜害による農作物被害額が７

月末の速報値で１２９億８，０００万円と発表されまし

たが南陽市の被害額、状況は。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


